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Ⅰ 本研究報告の目的 

 本研究報告は、近年、ＩＴの利用の促進に伴い重要性が増しているＩＴに係る内部統制

のうち、自動化された業務処理統制等及び財務諸表監査におけるリスク評価手続並びにリ

スク対応手続のうち運用評価手続についての具体的な例示の提供を目的としている。 
 多くの企業では、財務報告及び業務処理にＩＴを利用した情報システムが利用されてい

る。ＩＴが取引の開始から記録、処理、報告に至るまでの手続や財務諸表に含まれるその

他の財務情報に利用されている場合には、ＩＴを利用した情報システムやプログラムに、

重要な勘定科目に係る経営者の主張に関連する内部統制が含まれることが多い。一方、業

務処理等でＩＴが幅広く利用されていても、手作業の領域は相当程度残されている。した

がって、内部統制に関連する情報システムには、手作業の領域と自動化された領域の両方

が存在することとなる。 
ＩＴに係る内部統制の理論的な枠組みについては、ＩＴ委員会研究報告第 号「ＩＴに

係る内部統制の枠組み～自動化された業務処理統制等と全般統制～」に示されている。本

研究報告では、本編として購買業務及び販売業務について具体的な業務プロセスを想定し

て自動化された業務処理統制等及びその評価手続の例示を提供している。 
 なお、本研究報告は具体的な例示を幅広く提供することを目的としており、業務プロセ

スの設計を行うための実務上の最善の事例を提供するものではないことに留意する必要が

ある。 
 
Ⅱ 報告書の構成 

本研究報告では、一般的な卸売業を前提に企業の業務プロセスを想定して作成されてい

る。 
まず、購買業務については「Ⅳ 購買サイクルに関する業務記述書」にて、想定された

業務プロセスについて例示に必要な範囲でサブプロセスを選定し、監査調書の一部となる

業務記述書を示している。次に、その業務記述書を前提に「Ⅴ 購買サイクルに関するフ

ローチャート」にて、業務の流れを図式化している。そして、「Ⅵ 購買サイクルに関する

リスクと統制活動及びその評価手続の例示」にて、自動化された業務処理統制等の部分に

ついて、リスクと統制活動及びその評価手続（リスク評価手続及び運用評価手続）の例示

を提供している。 
同様に、販売業務について、「Ⅶ 販売サイクルに関する業務記述書」、「Ⅷ 販売サイク

ルに関するフローチャート」、及び「Ⅸ 販売サイクルに関するリスクと統制活動及びその

評価手続の例示」を提供している。 
購買業務、販売業務ともにリスクと統制活動及びその評価手続の例示には、様々な項目

が記載されているが、すべての項目について例示されているものではなく、空欄としてい

る項目もある。これは、勘定科目、経営者の主張、実施計画、実証手続計画上の留意点な

どについては、企業の置かれている状況や監査方針により異なることが多く、例示を記載
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することがかえって画一的な判断を招きかねないと考えられるためである。従って本研究

報告を財務諸表監査の実務において参考にする際には、この点につき十分留意する必要が

ある。 
なお、購買サイクル及び販売サイクルは、それぞれについて別々の企業を想定して例示

が作成されている。 
 
Ⅲ 報告書の前提 

 本研究報告は以下のような前提で作成されている。 
 業務記述書及びフローチャートは、実務上のプロセスが想定できるように、自動化され

た業務処理統制等だけでなく手作業による業務及び内部統制についても一部例示している。 
別紙１及び２では、それぞれの業務プロセスを前提に自動化された業務処理統制等を具

体的に示すためにリスクと統制活動及び評価手続の例示を記載している。別紙１及び２で

の記載は、自動化された業務処理統制等の例示に特化しているため、手作業による内部統

制は記載されておらず、また人とＩＴが一体となって機能する統制活動のうち人により実

施される部分の評価手続も記載されていない点に留意する必要がある。 
 職務分掌や規程等は、例示されている部分以外も含めて適切に整備、運用されている。 
 また、全般統制は有効に機能しており、自動化された業務処理統制等が、経営者の意図

したとおり整備され、継続的に運用することを支援しているものとしている。 
 別紙１及び２に記載のリスク評価手続を実施するにあたっては、適切な担当者にシステ

ム概要及び実施されている統制活動を理解するために共通的な手続として質問を実施する

ことが考えられるが、本研究報告では簡略にするために記載を省略している。また、リス

ク評価手続は、想定されるリスクについての重要度（キーコントロール選定）の評価を行

わずに統制行為に応じて広く手続の例示を記載しているものであり、そのすべてを実施す

ることを示すものではない。 
 なお、評価手続を実施した結果として作成される詳細な監査調書については、例示に含

まれていない。 
 
Ⅳ 購買サイクルに関する業務記述書 

【１．全般】 
(1) 各業務の担当者は、それぞれ独立して業務を行っており、その職務は明確に定められて

いる。 
(2) 定められた職務に従って、業務システムの権限は適切に設定されている。 
(3) 取引先・商品マスタの登録・変更・削除の場合、購買部門担当者が「マスタ登録・変更

依頼書」を起票し、購買部門責任者の承認を得たうえで情報システム部門に登録を依頼

する。 
(4) 情報システム部門担当者は依頼書に基づいて各種マスタの登録・変更処理を行い、登
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録・変更内容はプルーフリストとして出力される。情報システム部門責任者はプルーフ

リストと依頼書を照合し、併せてファイリングする。 
(5) 取引先マスタの内容については、１年に一度、購買部門担当者が「取引継続確認一覧表」

を出力し、登録内容の正確性及び削除の可否の確認を行う。フォローアップ結果を購買

部門責任者が承認し、押印の上、ファイルされる。購買部門責任者が承認したフォロー

アップ済みの「取引継続確認一覧表」に基づいて取引先マスタの変更・削除が行われる。 
 
【２．発注】 
(1) 購入依頼部門担当者は、「購入依頼書」を作成する。「購入依頼書」は、購入依頼部門責

任者によって承認され、購買部門担当者に回付される。 
(2) 購入価格については、購買部門担当者が取引先に見積りを依頼する。提示された見積金

額は「購入依頼書」に記載され、購買部門責任者が承認を行う。 
(3) 承認された「購入依頼書」に基づき、購買部門担当者が、購買管理システムに発注入力

を行う。 
(4) 購買管理システムでは、取引先・商品マスタに登録されている仕入先、購入物品の発注

のみ入力することが出来る。 
(5) 購買管理システムでは、配送方法及び支払条件等が取引先・商品マスタから自動的に発

注ファイルに入力される。 
(6) 購買部門責任者は、購買管理システムの発注承認画面において入力された発注データの

電子承認を行う。承認された発注データは、電子メールにより仕入先に自動送信される

とともに、購買管理システム上の入荷予定データに変更される。 
(7) 購買管理システムで承認済みとなった発注データ（入荷予定データ）は修正することが

できない（赤黒伝票によるデータ削除・再入力・再承認でのみ修正が可能である）。 
 
【３．検収】 
(1) 全ての入荷品は入荷時に検収担当者によって品目検査・数量検査が実施され、指定納品

書と照合される。検収担当者は品目・数量と指定納品書に差異がなければ、指定納品書

に検印をする。差異がある場合は検収を行わず、納品書単位でその旨を記載した送り状

を添付して、仕入先に返品する。 
(2) 品目・数量と指定納品書に差異がなければ、検収部門担当者は指定納品書に検印し、指

定納品書に印刷されているバーコードを読み取る。読み取られたデータは購買管理シス

テム上の該当する入荷予定データとリアルタイムで自動的に照合され、入荷データに変

更される。 
(3) 入荷データは、日次バッチで会計システムに転送される。 
(4) 検収部門責任者は購買管理システムから、未検収となっている当日入荷予定データの

「未検収リスト」を日次で出力し、検収部門担当者にフォローアップを指示する。検収
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部門担当者は原因を調査し、その結果を検収部門責任者が承認する。 
(5) 入荷予定日から１週間以上経過した発注残データは、毎朝情報システム部門にて自動的

に「未入荷リスト」として出力され、購買部門に配布される。購買部門では各担当者が

顛末をリストに記載し、購買部門責任者はそのフォローアップ状況をモニタリングする。 
 
【４．仕入計上】 
(1) 購買管理システムでは、入荷データ作成時に購入価格と検収数量に基づいて仕入金額が

自動で計算される。 
(2) 会計システムでは購買管理システムから転送された入荷データにより、検収日を取引日

として仕入、買掛金等の自動仕訳が行われる。また、仕入先毎の仕入明細データも作成

され、仕入先元帳が更新される。 
(3) 購買管理システムの入荷データと会計システムの仕入計上額は月次で自動照合され、不

整合がある場合は「エラーリスト」が経理部門に出力される。 
(4) 経理部門担当者は「エラーリスト」のエラー内容をフォローする。経理部門責任者は担

当者のフォロー結果を確認して承認する。 
 
【５．支払】 
(1) 経理部門担当者は、請求書の受領時に請求内容と支払予定日を確かめ、一致している場

合は会計システムに確認入力を行う。 
(2) 確認入力された支払予定データは、会計システムからファームバンキングに自動転送さ

れる。 
(3) 会計システムでは、転送された支払予定データをもとに、日次バッチで買掛金支払の自

動仕訳が行われる。 
(4) 支払予定の金額が請求額と一致していない場合、購買部門に対してその原因調査を依頼

する。購買部門担当者が調査し、その結果を購買部門責任者承認のもと、購買管理シス

テムに修正入力する。 
(5) ファームバンキングによる支払は、経理部責任者が電子承認を行うことによって実行さ

れる。 
(6) 支払エラーとなった場合、ファームバンキングからエラーリストが出力される。出

力されたエラーについては、経理部門担当者が購買部門及び仕入先に確認を取り、

経理部門責任者の承認のもと経理部門担当者が個別に支払処理を行う。 
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Ⅴ 購買サイクルに関するフローチャート 
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Ⅵ 購買サイクルに関するリスクと統制活動及びその評価手続の例示（別紙１） 

 

Ⅶ 販売サイクルに関する業務記述書 

【１．全般】 

(1) 各業務の担当者は、それぞれ独立して業務を行っており、その職務は明確に定められて

いる。 

(2) 定められた職務に従って、各業務システムの権限は適切に設定されている。 

(3) 当社の売上計上基準は出荷基準である。 

(4) 得意先の新規開設・取引条件変更・取引停止が生じた場合は、経理部担当者に営業部責

任者承認済みの申請書を回付し、経理部において得意先マスタの登録を行う。 

(5) 販売管理システムでは、得意先マスタの登録時に、名称、連絡先、回収条件、与信ラン

ク、与信限度額等の入力必須項目の入力チェックが行われる。 

(6) 得意先マスタの登録･変更・削除時に、「得意先マスタ登録・変更・削除プルーフ」が出

力され、経理部責任者が申請書と照合し、ファイルされる。 

(7) 得意先マスタの内容については、１年に一度、経理部担当者が「取引継続確認一覧表」

を出力し、各営業部に回付して登録内容の正確性及び削除の要否の確認を行う。フォロ

ーアップ結果を経理部責任者が確認し、ファイルされる。経理部責任者が確認したフォ

ローアップ済みの「取引継続確認一覧表」に基づいて得意先マスタの変更が行われる。 

 

【２．受注】 

(1) 受注は、得意先からのＥＤＩによるか、注文書をＦＡＸにて受け付ける。ＥＤＩ受注は、

与信ランクがＡランクの優良企業が対象であり、加盟している企業間電子商取引の標

準手順によって実施されている。ＦＡＸ受注は与信ランクがＢ以下の企業であ

る。 

(2) 朝８時までに販売管理システムの受信ファイルに受信したＥＤＩデータを当日

の受注として処理する。８時の締切後、商品マスタとの照合処理が行われ、９

時にマッチングエラーとなった注文を送付先に返信する。エラー注文は、先方

が再度、翌日のデータとして再送信することになっている。 

(3) エラー送信後の処理において、マッチング済みＥＤＩデータを対象に在庫引当

される。在庫引当ができない場合は、得意先に入庫予定データが送信される。

得意先は、入庫予定時に再注文をする。ＥＤＩ受注による在庫引当済みデータ

は、販売管理システム上承認済みデータとして取り扱われる。 
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(4) ＦＡＸ注文書は、営業担当者が販売管理システムへ受注入力（品目、数量、単価、納期、

納品場所など）を行う。 

(5) 販売管理システムでは、得意先マスタに登録されている得意先からの受注のみ入力する

ことが出来る。 

(6) 受注入力時において、受注額が与信限度額を超過する場合にはエラーメッセージが表示

され、得意先マスタの限度額を変更しないかぎり、受注入力を完了出来ない。 

(7) 与信限度内の受注は在庫引当され、営業部責任者が受注承認入力を行う。在庫不足の場

合は、不足分と入庫予定日の情報が自動的にＦＡＸされ、不足分は得意先が入庫予定日

に再注文する。 

(8) 受注承認済みデータから出荷指図（出荷予定データ）が生成され、在庫管理システムへ

転送される。 

(9) 営業部の責任者と担当者は、日次で販売管理システムから「受注高管理表」を出力し、

受注高を確認する。 

 

【３．出荷】 

(1) 出荷予定日の直前営業日の夜間バッチ処理により、在庫管理システムから出荷指図書及

び納品書が出力される。 

(2) 出荷担当者は、出荷指図書に基づき、商品の出荷業務を実施する。商品は納品書添付の

上、得意先に発送される。 

(3) 出荷時に、出荷担当者が、在庫管理システムに出荷確認入力を行う。当日出荷予定デー

タに対してのみ、出荷確認入力をすることができる。 

(4) 出荷確認入力後、在庫管理システムから出荷済みデータ（出荷確認データ）が販売管理

システムに転送され、該当受注データは「出荷済み」の状態に変更される。 

(5) 販売管理システムの日次夜間バッチ処理において、当日出荷予定データと出荷確認デー

タの照合を実施し、未出荷のものを抽出して、「未出荷リスト」を出力する。「未出荷リ

スト」は、営業担当者により精査され、原因が調査される。 

 

【４．売上計上】 

(1) 販売管理システムでは、「出荷済み」となった受注データについて、出荷数量、商品マ

スタ、得意先マスタに基づき売上額が計算され、売上データが作成される。出荷日を取

引日として売上データ１件ごと（出荷単位）に仕訳データが自動生成される。 

(2) 自動仕訳データは会計システムへ転送され、会計計上される。 
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【５．請求】 

(1) 販売管理システムでは、売上データ及び得意先マスタに基づき請求データが自動生成さ

れる。 

(2) 販売管理システムから、毎月請求締め日（得意先別に 10 日・20 日・月末日いずれかで

設定）に請求書が印刷され、請求データは「請求済み」の状態となる。 

(3) 営業部担当者は、締め日毎に販売管理システムから出力される「請求書プルーフリスト」

と請求書を照合し、発送手続を行う。 

 

【６．入金】 

(1) 入金（回収）は、得意先（請求先）ごとに指定された銀行口座へ振込まれる。入金シス

テムでは、銀行からの入金日を取引日として、仮受金を相手勘定に自動仕訳データが生

成され、会計システムに計上される。 

(2) 販売管理システムでは、入金システムから入金データを取り込み、入金（予定）日・振

込人名・振込金額が一致した入金について自動消込みを行う。 

(3) 経理部担当者は、自動消込みが行われなかった請求データについて、手作業により消込

み作業を行い、販売管理システムに消込み入力を行う。 

(4) その後、経理部担当者は、未入金の請求データ及び不明入金データを記載した「入金ア

ンマッチリスト」を出力し、営業部担当者に回付する。 

(5) 営業部担当者は、得意先の担当者と入金予定、または振込金額の内訳を確認し、経理部

への「請求修正依頼書」を作成し、営業部責任者の承認を得る。 

(6) 経理部担当者は、営業部からの請求修正依頼書に基づき、販売管理システムに消込み入

力を行い、最終的に消込まれなかった請求データを「再請求」の状態に変更する。再請

求データは次回の請求締めにおいて処理される。 

(7) 販売管理システムでは、消込み入力が行われたデータに対して仮受金を相手勘定に自動

仕訳データが生成されて、会計システムに計上される。 

(8) 経理部責任者は、毎月末に販売管理システム上の得意先元帳合計残高と、会計システム

上の総勘定元帳売掛金残高が一致していることを確認した後、それぞれの帳票の最終ペ

ージを出力して確認し、当該出力してファイリングする。
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Ⅷ 販売サイクルに関するフローチャート 
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Ⅸ 販売サイクルに関するリスクと統制活動及びその評価手続の例示（別紙２） 



(別紙１）Ⅵ 購買サイクルに関するリスクと統制活動及びその評価手続の例示

高 中 低

(1)全般 権限以外の
業務が行わ
れるリスク

購買管理システムに
おいて、ユーザの権
限に応じて利用でき
る機能が制限されて
いる。

-

購買管理システムの仕様書を閲覧
し、権限が適切に割り当てられるこ
とによって、必要な機能のみが使用
できるような仕組みになっているこ
とを確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

(2)発注 未承認の仕
入先に対す
る発注が行
われるリス
ク
発注データ
の入力を誤
るリスク

購買管理システムで
は、取引先・商品マ
スタに登録されてい
る仕入先、購入物品
の発注のみ入力する
ことが出来る。

一日
多数回

購買管理システムの仕様書を閲覧
し、取引先・商品マスタに登録され
ているデータが発注データになる仕
組みであること、発注入力画面から
入力できない仕組みであることを確
認する。
実際に発注入力画面を操作し、マス
タ情報を入力出来ない仕組みになっ
ていることを確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

承認に基づ
かない発注
が行われる
リスク

購買管理システムに
おける発注処理は、
承認権限者（購買管
理責任者）による承
認入力により確定す
る。

一日
多数回

購買管理システムのマニュアルを閲
覧し、入力されている発注データの
確定のために、承認権限者の承認入
力が必要であることを確認する。

入荷予定データを抽出し、すべて
の入荷予定データに対して、承認
入力が行われた結果であることを
確かめる（ＣＡＡＴの実施）。

未承認の変
更が行われ
るリスク

購買管理システムで
承認済みとなった発
注データ(入荷予定
データ)は修正するこ
とができない（赤黒
伝票によるデータ削
除・再入力・再承認
でのみ修正が可能で
ある）。

一日
多数回

購買管理システムのマニュアル等を
閲覧し、発注入力画面等から承認済
み発注データ(入荷予定データ)を修
正することはできず、赤黒処理に
よってのみ修正可能であることが明
示されていることを確認する。

購買管理システムの発注入力画面
等で、任意の発注承認済みデータ
(入荷予定データ)を参照し、承認
済みの発注データ(入荷予定デー
タ ）が画面上ロックされ、修正
できないことを確認する。

(3)検収 検収データ
の入力を誤
るリスク

指定納品書に印刷さ
れているバーコード
から読み取られた
データが、購買管理
システムに入力され
る。

一日
多数回

購買管理システムのマニュアルを閲
覧し、バーコードを読み取ることに
よって購買管理システムに入力され
るようになっていることを確かめ
る。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

未発注品に
対して仕入
が計上され
るリスク

検収データが購買管
理システム上の該当
する入荷予定データ
とリアルタイムで自
動的に照合され、入
荷データに変更され
る。

一日
多数回

購買管理システムの仕様書を閲覧
し、バーコード読み取りデータと入
荷予定データが自動照合され、両
データが一致している場合にのみ、
入荷予定データが入荷データに変更
されることを確かめる。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

入荷済みの
商品が仕入
計上されな
いリスク

検収部門責任者は購
買管理システムか
ら、未検収となって
いる当日入荷予定
データのリスト
（「未検収リス
ト」）を日次で出力
する。

日次

購買管理システムの仕様書を閲覧
し、当日以前入荷予定であるにもか
かわらず未検収となっているデータ
が「未検収リスト」として毎日出力
される仕組みになっていることを確
かめる。
「未検収リスト」を閲覧し、適切に
出力されていることを確かめる。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

想定される
リスク

手作業、
自動化統
制の区分

重要度
（キー
コント
ロール
選定）

中

経営者の主張
統制リスクの評価

評価手続の
タイミング
(統制行為
の実施頻
度；日次、
月次等)

統制行為 勘定科目
・・・

暫定的

実証手続計画
上の留意事項

調書
番号

検出事項運用評価手続
低

業務区分

運用評価手続とその結果に基づく統制リスクの評価整備状況の評価と統制リスクの暫定的評価

実施計画
（サンプリング計画）

評価

リスク評価手続（デザインの評価
と業務への適用を検証する手続）

発生

公開草案 平成19年12月17日

1



(別紙１）Ⅵ 購買サイクルに関するリスクと統制活動及びその評価手続の例示

高 中 低

想定される
リスク

手作業、
自動化統
制の区分

重要度
（キー
コント
ロール
選定）

中

経営者の主張
統制リスクの評価

評価手続の
タイミング
(統制行為
の実施頻
度；日次、
月次等)

統制行為 勘定科目
・・・

暫定的

実証手続計画
上の留意事項

調書
番号

検出事項運用評価手続
低

業務区分

運用評価手続とその結果に基づく統制リスクの評価整備状況の評価と統制リスクの暫定的評価

実施計画
（サンプリング計画）

評価

リスク評価手続（デザインの評価
と業務への適用を検証する手続）

発生

公開草案 平成19年12月17日

入荷済みの
商品が仕入
計上されな
いリスク

購買管理システムに
おいて、入荷予定日
から１週間以上経過
した入荷予定データ
(発注残データ)は、
毎朝情報システム部
門にて自動的に「未
入荷リスト」として
出力される。

日次

購買管理システムの仕様書を閲覧
し、入荷予定日を1週間以上経過し
た未入荷データを抽出して「未入荷
リスト」として出力されることを確
かめる。
「未入荷リスト」を閲覧し、適切に
出力されていることを確かめる。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

(4)仕入計上 仕入額の計
算が正確に
行われない
リスク

購買管理システムで
は、入荷データ作成
時に購入価格と検収
数量に基づいて仕入
金額が自動で計算さ
れる。

一日
多数回

購買管理システムの仕様書を閲覧
し、入荷ファイルデータの仕入金額
が、購入価格と検収数量により自動
計算されることを確認する。

入荷ファイルから入荷データをサ
ンプルとして抽出し、再計算を実
施することで仕入金額が正確に計
算されていることを確かめる（Ｃ
ＡＡＴの実施）。

入荷データ
に対応した
仕入計上が
適切に行わ
れないリス
ク

会計システムでは購
買管理システムから
転送された入荷デー
タにより、検収日を
取引日として仕入、
買掛金等の自動仕訳
が行われる。

日次

会計システムの仕様書を閲覧して、
仕訳マスタに基づき仕訳が計上され
ること、当該仕訳マスタにおける勘
定科目が適切に定義されていること
を確認する。
任意の入荷データを抽出し、適切に
仕訳データが生成・計上されている
こと確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

入荷データ
に対応した
仕入計上が
適切に行わ
れないリス
ク

購買管理システムの
入荷データと会計シ
ステムの仕入計上額
は月次で自動照合さ
れ、不整合がある場
合は「エラーリス
ト」が経理部門に出
力される。

月次

会計システムの仕様書を閲覧し、月
次で購買管理システムと合計金額レ
ベルでの照合が行われること、不整
合がある場合は「エラーリスト」が
出力される仕組みであることを確認
する。
「エラーリスト」を閲覧することに
より、適切に出力されていることを
確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

(5)支払 未確認の仕
入計上額に
対して支払
が行われる
リスク

会計システムにおい
て、承認権限者が支
払予定データに対し
て支払確認入力をす
る。 一日

多数回

会計システムの仕様書を閲覧するこ
とにより、支払確認画面で支払確認
入力を行うことによって、支払予定
データがファームバンキングへ転送
される仕組みになっていることを確
認する。
支払予定データを任意で抽出し、確
認入力が適切に行われていることを
確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

承認に基づ
かない支払
が行われる
リスク

ファームバンキング
の支払承認画面への
アクセスは、承認権
限者（経理部門責任
者）付与されたＩＤ
のみ可能である。

一日
多数回

ファームバンキングのマニュアルを
閲覧し、支払承認画面が権限のない
ユーザＩＤでアクセスできない仕組
みになっていることを確認する。
支払承認権限が付与されていない
ユーザＩＤで実際に端末を操作し、
支払承認画面が起動しないことを確
認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

ファームバ
ンキングへ
のデータ転
送が適切に
行われない
リスク

確認入力されたデー
タは、会計システム
からファームバンキ
ングへ自動的に転送
される。

一日
多数回

会計システムの仕様書を閲覧するこ
とにより、確定入力されたデータが
会計システムからファームバンキン
グへ自動的に転送される仕組みに
なっていることを確認する。

会計システムから転送されるべき
データの件数合計及び金額合計
と、ファームバンキングに転送さ
れたデータの件数合計及び合計金
額との一致を確かめる。

2



(別紙１）Ⅵ 購買サイクルに関するリスクと統制活動及びその評価手続の例示

高 中 低

想定される
リスク

手作業、
自動化統
制の区分

重要度
（キー
コント
ロール
選定）

中

経営者の主張
統制リスクの評価

評価手続の
タイミング
(統制行為
の実施頻
度；日次、
月次等)

統制行為 勘定科目
・・・

暫定的

実証手続計画
上の留意事項

調書
番号

検出事項運用評価手続
低

業務区分

運用評価手続とその結果に基づく統制リスクの評価整備状況の評価と統制リスクの暫定的評価

実施計画
（サンプリング計画）

評価

リスク評価手続（デザインの評価
と業務への適用を検証する手続）

発生

公開草案 平成19年12月17日

買掛金支払
に関する仕
訳が適切に
計上されな
いリスク

会計システムでは
ファームバンキング
から受取ったデータ
に基づいて、買掛金
支払の自動仕訳が行
われる。

月次

会計システムの仕様書を閲覧して、
仕訳マスタに基づき仕訳が計上され
ること、当該仕訳マスタにおける勘
定科目が適切に定義されていること
を確認する。
任意の支払データを任意に抽出し、
適切に仕訳データが生成・計上され
ていることを確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

承認に基づ
かない支払
が行われる
リスク

ファームバンキング
による支払は、経理
部責任者が電子承認
を行うことによって
実行される。

月次

ファームバンキングのマニュアルを
閲覧し、システム上の電子承認によ
り支払が実行される仕組みであるこ
とを確認する。
支払実行データを任意に抽出し、責
任者より承認を受けたデータである
ことを確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

支払が適切
に行われな
いリスク

支払エラー時には、
「エラーリスト」が
ファームバンキング
から出力される。

月次

ファームバンキングのマニュアルを
閲覧し、エラー存在時には「エラー
リスト」が出力される仕様となって
いることを確認する。

リスク評価手続にて、運用評価を
あわせて実施。

3



（別紙２）Ⅸ 販売サイクルに関するリスクと統制活動及びその評価手続の例示

高 中 低

(1)全般 不完全なマ
スタ登録を
してしまう
リスク

販売管理システムで
は、得意先マスタの登
録時に、名称、連絡
先、仕切率、回収条
件、与信限度額等の入
力必須項目の入力
チェックがおこなれ
る。入力必須項目が入
力されないとエラーが
表示される。

随時

販売管理システムのマスタ管理機能
に関する仕様書、マニュアル、設定
書等を閲覧し、得意先マスタの登録
時に、名称、連絡先、仕切率、回収
条件、与信限度額等の必須入力項目
のチェックが行われ、エラーの場合
には登録されない仕様であることを
確認する。

得意先マスタの登録データを出力
し、監査人のＰＣにて左記必須入力
項目が未入力となっているデータが
存在しないことを確かめる（ＣＡＡ
Ｔの実施）。

(2)受注 受注データ
が適切に処
理されない
リスク

ＥＤＩによる受信ファ
イルのヘッダーに送信
数と数量の合計があ
り、受信時にコント
ロールトータルチェッ
クが実施される。
エラーとなった場合、
注文エラーとして先方
に返信される。

日次

販売管理システムの仕様書を閲覧
し、ＥＤＩデータの取り込み処理を
行う際に、ヘッダーレコードの送信
数及び数量の合計と、当該受信デー
タの件数及び数量フィールドの合計
値とが一致するかコントロールトー
タルチェックが実施されること及び
エラーの場合の処理を確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

販売管理システムで受
注処理されたデータは
商品マスタと照合さ
れ、エラーとなった注
文は先方に返信され
る。

日次

販売管理システムの仕様書を閲覧
し、ＥＤＩデータの受注データの商
品コードと商品マスタが照合され実
在性のチェックが実施されること及
びエラーの場合の処理を確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

販売管理システムで
は、得意先マスタに登
録されている得意先及
び商品マスタに登録さ
れている商品のみ受注
入力することが出来
る。

一日
多数回

実際の受注入力画面で、マスタ登録
されていない商品コードを入力し、
意図したとおりにエラー表示される
ことを確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

正当な条件
によらない
受注が行わ
れるリスク

受注入力時において、
受注額が与信限度額を
超過する場合にはエ
ラーメッセージが表示
され（得意先マスタの
限度額を変更しない限
り）、受注入力を完了
出来ない。

一日
多数回

実際の受注入力画面で、その得意先
の与信限度額を超過する受注金額を
入力し、意図したとおりにエラー表
示され受注処理出来ないことを確認
する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

受注データ
が正確に
（漏れや重
複がなく）
他システム
へ伝送され
ないリスク

受注承認済みデータか
ら出荷指図（出荷予定
データ）が生成され、
在庫管理システムへ転
送される。 日次

販売管理システムの受注入力に関す
る仕様書を閲覧し、「受注承認済
み」のデータから出荷指図データ
（出荷予定データ）が生成され、在
庫管理システムへの転送データとし
て処理される仕様であることを確認
する。

販売管理システムの「受注承認済み
データ」の中から、任意の日の出荷
予定日に該当するレコードを抽出
し、在庫管理システムの出荷指図
データの該当する出荷日（出荷予定
日）のレコードと、得意先（注文先/
発送先）と商品・数量、金額が整合
することを確認する（ＣＡＡＴの実
施）。

(3)出荷 出荷の記録
を誤るリス
ク

当日出荷予定データに
対してのみ、出荷確認
入力をすることができ
る。

一日
多数回

在庫管理システムのマニュアルを閲
覧し、当日の出荷予定データのみが
出荷確認入力の対象となることを確
認する。
当日出荷予定ではない先日付の出荷
のデータが画面上入力できない（画
面上表示されない、日付が入力でき
ない、日付が固定されている、等）
ことをシステムの画面を観察するこ
とにより確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

実在しない
商品の受注
が行われる
リスク

勘定科目
・・・

暫定的

実証手続計画
上の留意事項

調書
番号

検出事項
発生

業務区分

運用評価手続とその結果に基づく統制リスクの評価整備状況の評価と統制リスクの暫定的評価

運用評価手続
低

評価

リスク評価手続（デザインの評価と
業務への適用を検証する手続）

実施計画
（サンプリング計画）

評価手続の
タイミング
(統制行為
の実施頻
度；日次、
月次等)

統制行為

重要度
（キー
コント
ロール
選定）

想定される
リスク

中

統制リスクの評価
経営者の主張

手作業、
自動化統
制の区分

公開草案　平成19年12月17日
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（別紙２）Ⅸ 販売サイクルに関するリスクと統制活動及びその評価手続の例示

高 中 低

勘定科目
・・・

暫定的

実証手続計画
上の留意事項

調書
番号

検出事項
発生

業務区分

運用評価手続とその結果に基づく統制リスクの評価整備状況の評価と統制リスクの暫定的評価

運用評価手続
低

評価

リスク評価手続（デザインの評価と
業務への適用を検証する手続）

実施計画
（サンプリング計画）

評価手続の
タイミング
(統制行為
の実施頻
度；日次、
月次等)

統制行為

重要度
（キー
コント
ロール
選定）

想定される
リスク

中

統制リスクの評価
経営者の主張

手作業、
自動化統
制の区分

公開草案　平成19年12月17日

出荷が網羅
的に行われ
ないリスク

販売管理システムの日
次夜間バッチ処理にお
いて、当日出荷予定
データと出荷確認デー
タの照合を実施し、未
出荷のものを抽出して
「未出荷リスト」を出
力する。

日次

販売管理システムの仕様書を閲覧
し、｢未出荷リスト｣の出力条件が受
注ファイルの当日出荷予定データと
出荷指図ファイルの当日出荷データ
の差分であることを確認する。
「未出荷リスト」を閲覧し、適切に
出力されていることを確認する。

販売管理システムの任意の日の当日
出荷予定データと、当該１日の当日
出荷分データ全件を抽出して照合処
理を行い、結果が当日の「未出荷リ
スト」と一致することを確認する
（ＣＡＡＴの実施）。

(4)売上計上 売上高等の
計算を誤る
リスク

販売管理システムで
は、「出荷済み」と
なった受注データにつ
いて、出荷数量、商品
マスタ、得意先マスタ
に基づき売上額が計算
され、売上データが作
成される。

一日
多数回

販売管理システムの仕様書を閲覧
し、売上計上の主な計算パターンの
計算方法を把握する。
請求書から出荷済みの任意の取引を
抽出して再計算を行い、売上照会画
面にて計上額が一致するかを確認す
る。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

売上及び関
連科目が財
務諸表に適
切に計上さ
れないリス
ク

仕訳データが、出荷日
を取引日として、売上
データ１件ごとに自動
生成され、会計システ
ムへ計上される。

一日
多数回

販売管理システムの仕様書を閲覧
し、主要な仕訳パターンを把握する
とともに、適切に自動仕訳が生成さ
れること及び当該仕訳が会計システ
ムへ反映されることを確認する。
販売管理システムで出荷済みの取引
が、適切な勘定科目により会計シス
テムに反映されているか、主要な仕
訳パターンごとに、販売管理システ
ムの売上データと会計システム仕訳
金額を照合し、一致を確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

(5)請求 売上を伴わ
ない（架空
の）請求書
が発行され
るリスク

販売管理システムで
は、売上データ及び得
意先マスタに基づき請
求データが自動生成さ
れる。

週次

販売管理システムの仕様書を閲覧
し、請求データが売上データに基づ
いて作成される仕様が記述されてい
ることを確認する。
任意の請求データ１件を販売管理シ
ステムの売上データとサンプル照合
し、仕様書通りの処理が実行されて
いることを確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

(6)入金 入金システムでは、銀
行からの入金日を取引
日として、仮受金を相
手勘定に自動仕訳デー
タが生成される。

日次

仕様書を閲覧して、入金に基づいて
仕訳が計上されることを確認する。
特定の月の入金処理を抽出して、入
金額、仕訳科目、仕訳計上金額につ
いて確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

販売管理システムで
は、入金システムから
入金データを取り込
み、入金（予定）日・
振込人名・振込金額が
一致した入金について
自動消し込みを行う。

日次

販売管理システムの仕様書を閲覧し
て、入金データの入金日、振込人
名、振込金額等の消し込みが行われ
ていることを確認する。

販売管理システムのテスト環境を利
用し、振込みのテストデータを作成
して予定された処理結果と、処理結
果が一致するかを確認する。

販売管理システムに消
し込み入力が行われた
データについては、仮
受金を相手勘定に自動
仕訳データが生成され
て、会計システムに転
送される。

月次

販売管理システムの仕様書またはマ
ニュアルを閲覧して、消し込み処理
に基づいて仕訳が計上されること及
び売掛金の消し込み仕訳が会計シス
テムへ転送されることを確認する。
特定の月における販売管理システム
の消し込み金額と会計システムに登
録された仕訳金額一致を確認すると
ともに、仕訳計上科目を確認する。

リスク評価手続にて、運用評価をあ
わせて実施。

適切な自動
仕訳が計上
されないリ
スク
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